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1　 はじめに

　平成16年10月 に、本県の高い乳児死亡率対策 として、

総合周産期母子医療センター(以 下:セ ンター)が 新設

された。センターは高度医療提供の他に、情報センター

機能、調査研究、研修等の付随する機能を有 し、これを

担 う目的で平成17年4月 にセンター情報室が新設 され、

県保健所保健師が兼務配置された。保健師の配置は、以

前からNICUと 連携があったこと等 を背景に、周産期医

療 と地域 との連携の充実を付託されたものであった。

Ⅱ　 目的

　地域 との連携に関 して、特 に医療スタッフか ら保健師

に期待 された事例のパイプ役の活動 を、1,事 例対応状

況2.院 内の体制づ くり　 3.非 常勤 としての活動体

制　 4.活 動の広が り　 について役割を考察 した。

Ⅲ　方法

　平成17年4月 か ら平成19年10月 末までの取 り組み

経過と、既存資料、関係者の聞き取 りか ら分析 した。

Ⅲ　 結果及び考察

1.事 例対応状況

表1　 事例対応状況(平 成17年4月 ～19年10月)
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2.院 内の体制づ くり

　 1)NICUカ ンファレンスの充実

　保健師が関係者や医師等医療スタッフと、事例の課題を

共有し退院後の対応や環境調整等 を検討した。配置後は

以下の効果が認められた。(1)検討事例の県全域への拡大

に伴う管外の保健所保健師の参加者増加　 (2)月2回 開催

(19年2月 ～)に 伴う検討数の増加(3)医 療スタッフは、

保健師が事例に係る地域の専門職であることの認識を深め

たと感想を述べている。併せて課題として、地域資源不足

の遠隔地への医療依存度の高い事例の退院について、制

度活用や新たな資源の開拓 をはじめ、綿密な在宅環境の

整備が必要となるため、地域の体制づくりには、更なる関

係者との情報交換や協議が懸案との声が出されている。

　 2)地 域 との事例連携の窓口

　(1)MFICU(母 体 ・胎児集中治療部門)は 、17年 度か

ら窓口対応 し要訪問指導妊産婦連絡票事例 に関わった。

(2)NICUは 、カ ンファレンス事例 に加 え、18年 度後半

か らは未熟児出生連絡票事例 も関わった。(3)事例 は、

極低及 び超低体重児で長期入院に伴 う母子 間の愛着 ・

育児上の問題、育児困難な家族、こころに問題 を持つ

妊産婦、退院後の生活管理が懸念 される事例等 に対応

した。(4)窓 口として以下の効果が認め られた。①要訪

問事例の連絡が早期化　②事例 と地域の保健 師を繋 ぐ

仲介役機 能　③地域 の保健師か らの相談等　④情報交

換が 円滑化 ⑤センタース タッフは連絡業務から開放、

情報室 との情報交換の機会が増加

　 3)医 療の場で保健師が心がけたこと

　①紹介事例の早期対応や確実な結果報告等　②両部門

に足 を運び直接 コンタク ト

3.非 常勤 としての活動体制

　 1)非 常勤配置の業務形態

　(1)セ ンター内勤務:週2～4回 で、週平均8時 間、

保健所内及び会議研修等関連業務 は週平均8時 間で計

16時 間、(2)(1)のうち、事例のパイプ役業務:6割 程度

　 2)配 置開始時の院内調整 と保健所のバ ックアップ

　(1)院内周産期 カンファレンス及び病院周産期運営委
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員会への参加　 (2)嘱託員の配置

　 (3)保健師か らの相談 ・依頼に対するセ ンター両部門

部長及び看護部師長の協力大

　 (4)保健所長 ・上司、副担 当に随時相談　(5)担当不在

時は他の保健師が対応できる体制

　 3)保 健所職員、保健師職能 として連携

　 (1)保健所職員同士の横の連携の し易 さ　 (2)市町村 の

家庭訪問等 フォロー体制の把握の し易 さ　(3)県外事例

も保健師の立場で円滑な連携 　(4)地域の視点での事例

への係 り

　 4)活 動上の制約事項

　非常勤 ・一人配置に伴 う以下の限界がある。(1)面接

事例数　(2)入退院及び事例経過の逐次把握　(3)緊急の

事例対応　(4)情報室嘱託員及び保健所副担当に委ね ら

れる業務

4.活 動の広が り

　普及啓発、情報提供は情報センター機能に連動する活

動であ り、配置後、新たに以下の活動がで きた。1)事

例を基に した情報提供、課題提起:各 保健所母子保健 ネッ

トワーク会議(※ 医療機関 と地域の連携強化が 目的)、

本庁関係会議、ほか随時　 2)関 連事業企画の相談への

対応:保 健所 ・本庁 に対 し随時

Ⅳ　結論

　総合周産期母子医療センターにおける保健所保健師の

活動は、周産期事例 を地域の保健師等に繋げる役割とし

て体制を整 えなが ら実施 してきた。今後の課題は、1.

院内関係部門、市町村 関係者 との連携強化、2.地 域母

子保健に対する課題提起の継続、3.市 町村母子保健事

業の活性化への関わ り、4.活 動上の制約の改善に向け

た検討、と考えられる。今後 も活動の充実強化を目指 し

進めていきたい。
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